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はじめに
昭和戦前・戦時期の日本経済史、農業史研究における近年の主要なトピックといえば、移
民史であろう ）。ただし、戦前・戦時の人口移動を総体として捉える場合、移民以外を経験
した人びとの歴史を明らかにする作業を加える必要が出てくるだろう。本稿では、事例研究
という形で対象を限定しながらも、移動しなかった人びとの歴史を含めて、戦前・戦時農村
の人口移動、なかでも労働力移動の特質を捉えることを課題とする。
戦前・戦時農村の労働力移動に関する研究は経済学・経済史 ）、教育学・社会学 ）などの
領域において進展してきた。まず、事例分析を含む研究を整理すると、その古典と位置づけ
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おわりに
）移民史研究については、意義ある論稿がいくつも出されており、以下 本の文献レビューを挙げるにと
どめる。柳沢遊 年代の地域社会と人の移動─日本帝国膨張・収縮期の地域社会─ （ 三田学会雑
誌 第 巻第 号、 年 月）、安岡健一 近代日本農業・農村に関する歴史研究の動向 （ 歴史評
論 第 号、 年 月）、小島庸平 近年における近現代日本農業史の 再興 をめぐって （ 同時代
史研究 第 号、 年 月）。
）後に取り上げる論考をのぞけば、西川俊作 地域間労働移動と労働市場─昭和戦前期・繊維労働者の地
域間移動─ （有斐閣、 年）、中安定子 第 次世界大戦前・戦時中の農業労働力 （葉山禎作・阿部
正昭・中安定子編著 伝統的経済社会の歴史的展開 上巻（日本篇） 時潮社、 年）、尾高煌之助 二
重構造 （中村隆英・尾高煌之助編 日本経済史 二重構造 岩波書店、 年）、加瀬和俊 年代
における男子労働力の都市流入構造についての一考察 （ 東京水産大学論集 第 号、 年 月）、中
村隆英 労働市場・中小企業・農業─ 二重構造 の生成と解消─ （同 日本経済─その成長と構造─
第 版 東京大学出版会、 年）ほか。
）後に取り上げる論考をのぞけば、木村元編著 人口と教育の動態史─一九三 年代の教育と社会─
（多賀出版、 年）、同編著 日本の学校受容─教育制度の社会史─ （勁草書房、 年）ほか。
られるのが野尻重雄 農民離村の実証的研究 である ）。同書は労働力移動について、性
別・経済階層（階級）・出生順位などによる差異を稠密に調査した。これ以後、それぞれが
別の観点から斎藤修、牛山敬二、清水洋二、冨山一郎、大島栄子、山岸俊夫、土方苑子、池
山弘、谷本雅之、田中雅孝、横山憲長各氏等が研究を進め ）、大門正克氏が 教育と移動
という視点から研究史を整理した ）。
本稿では、先行研究にあらたな点を付け加えることができるものと考える。順を追って説
明すると、本稿で用いる史料は徳島県名西郡にあった上分上山村（現・神山町）の青年学校
史料である。青年学校は 年に全国の市区町村に設置された。小学校卒業後、中等教育機
関に進学しない青年男女が通い、 年より男子のみ義務教育となった ）。本稿が対象とす
る上分上山村青年学校史料のなかには、村の小学校を卒業した青年男女が、青年学校に進学
したのか否か、しなかったとすればどこに移動し、何をしているのかを調査したものがあ
る。男子については高等小学校の卒業年齢である 歳から数年間、女子については尋常小学
校の卒業年齢である 歳から数年間の移動を 人ひとりについて記している ）。
大阪商業大学論集 第 巻 第 号（通号 号）
）野尻重雄 農民離村の実証的研究 岩波書店、 年（近藤康男総編集 昭和前期農政経済名著集
農山漁村文化協会、 年）。
）斎藤修 年以前の人口移動─中部 県の寄留統計を使って─ （ 三田学会雑誌 第 巻第 号、
年 月）、牛山敬二 農民層分解の構造─戦前期─ （御茶の水書房、 年）、清水洋二 東北水稲
単作地帯における農村労働力の流出構造 ─日本地主制史研究の一環として─ （ 社会科学研究 第 巻
第 号、 年 月）、同 東北水稲単作地帯における農村労働力の流出構造 ─日本地主制史研究の一
環として─ （ 社会科学研究 第 巻第 号、 年 月）、同 戦前期における農村労働力の流出構造
─寄留統計を中心として─ （前掲葉山禎作・阿部正昭・中安定子編著 伝統的経済社会の歴史的展開
上巻（日本篇））、冨山一郎 近代日本社会と 沖縄人 ─ 日本人 になるということ─ （日本経済評
論社、 年）、大島栄子 第一次大戦前後の経済変動と行政村の変容 （大石嘉一郎・西田美昭編著 近
代日本の行政村─長野県埴科郡五加村の研究─ 日本経済評論社、 年）、山岸治男 近代日本人のラ
イフコースと自我形成 （多賀出版、 年）、土方苑子 近代日本の学校と地域社会─村の子どもはどう
生きたか─ （東京大学出版会、 年）、池山弘 戦前期・尾西織物業地帯に於ける労働力の流出・流入
構造 ─中島郡奥町・寄留関係文書の分析─ （ 四日市大学論集 第 巻第 号、 年 月）、谷本雅
之 農村における人口移動 年─福島県耶麻郡慶徳村の事例─ （原朗編著 復興期の日本経
済 東京大学出版会、 年）、田中雅孝 組合製糸地帯における労資関係の展開 （同 両大戦間期の組
合製糸─長野県下伊那地方の事例─ 御茶の水書房、 年）、同 戦前期・飯田町における人の移動─
飯田町入寄留届の分析─ （ 飯田市歴史研究所年報 第 号、 年）、横山憲長 第一次大戦後の農業
危機と女工出稼ぎの意義─長野県下高井郡日野村 出寄留簿 の分析─ （同 地主経営と地域経済─長
野県における近畿型地主経営の一事例─ 御茶の水書房、 年）ほか。
）大門正克 教育と移動─近代日本の農村社会から─ （社会経済史学会編 社会経済史学会創立 周年
記念 社会経済史学の課題と展望 有斐閣、 年）。
）青年学校について、さしあたり井本佳宏 年青年学校令の成立基盤としての青年教育システム形
成 （ 東北大学大学院教育学研究科研究年報 第 巻第 号、 年 月）、神代健彦 青年訓練所から
青年学校へ─初等後教育機関の新展開─ （前掲木村元編著 日本の学校受容 ）、および両論稿に示され
た先行研究を参照。
）上分上山村青年学校史料は徳島県名西郡神山町役場が所蔵しており、次の構成である。男子について、
年度生まれの者は 昭和十年度研究科第二学年該当者（昭和十年度修了）、 年度生まれの者は
昭和十年度研究科第一学年該当者（昭和十一年度修了）、 年度生まれの者は 昭和十年度本科第四
学年該当者 、 年度生まれの者は 昭和十年度本科第三学年該当者 、 年度生まれの者は 昭和十
年度本科第二学年該当者 、 年度生まれの者は 昭和十年度本科第一学年該当者 、 年度生まれの
者は 昭和十四年度本科一年該当者 、 年度生まれの者は 昭和十五年度本科一年該当者 、 年度
生まれの者は 昭和十六年度本科一年該当者 、 年度生まれの者は 昭和十七年度本科一年該当者 、
年度生まれの者は 昭和十八年度本科一年該当者 に進路情報が記されている。記入項目は 本籍
地、現住所、職業、学歴、氏名、生年月日、保護者又ハ雇用主氏名、備考 である。 年度生まれ
については、 年現在の職業等が書かれている一方、 年度生まれについては、移動のたびに情
報が追記してある。女子について、 年度生まれの者は 昭和十年度本科第二学年 入学該当者（昭和
十一年度研究科修了者） に進路情報が記入されており、記入項目は 本籍地、現住所、職業、学歴、氏
名、生年月日、保護者又ハ雇用主氏名、備考 である。 年度生まれの者は 昭和十年度普通科一学年
戦前・戦時農村における労働力移動の特質（坂口）
あくまで傾向であるが、こうした若者の移動の分析にあたって、先行研究は寄留史料（一
時的な移住 寄留に関する移住者から市区町村役場への届出書類）を利用することが多い ）。
上分上山村青年学校史料の利点は、第 に寄留史料には記入されにくく、かつ女子の主な就
業先であった家事使用人に関する移動が克明に記録されている ）。第 に寄留史料は実態と
比べて届出が少ない一方、上分上山村青年学校史料は、年度が限定されるものの、高い割合
で若者の動向を把握している。具体的には 年現在、上分上山村尋常小学校在籍者は
人であり、 学年あたり生徒数は 人である ）。同村青年学校史料は、たとえば、 年度
尋常小学校卒業者（ 年度生まれ）は 人分、翌年度は 人分の進路が記されている。第
に、上分上山村青年学校史料は移動した者だけでなく、移動しなかった者の経歴が判明す
る。第 に同史料には移動者の学歴が記入されている。その一方、青年学校史料からわから
ないことは、婚姻に伴う移動や、青年男女の 歳代以降の移動実態である。
本稿では、男子については上分上山村の小学校を卒業し、 年、および 年に進
学、ないし就職した 人、女子については 年に進学、ないし就職した女子 人を
分析する。
もう 点、先行研究整理を付け加える。全国を対象としたマクロデータによって労働力移
動を捉えた研究として、中村牧子、佐藤（粒来）香、吉田文、高瀬雅弘各氏等の論稿を挙げ
ることができる ）。これらの研究と本稿との違いは、移動に関する区分の仕方である。たと
えば、佐藤（粒来）香氏は若者の移動について次のような類型区分を設定した。すなわち、
専門管理、大企業ホワイト、中小ホワイト、大企業ブルー、自営ホワイト、自営ブルー、農
業 という区分、および 在村就農、在村離農、離村離農、就学移動 という区分である ）。
本稿では事例研究の強みをいかして、これよりも細かい類型区分を設定する。多様な若者の
移動実態を可能な限り再現するためである。その際、農村から大都市への移動だけでなく、
入学該当者 、 年度生まれの者は同 昭和十一年度普通科一学年入学該当者 、 年度生まれの者は
同 昭和十二年度 普通科入学該当者 、 年度生まれの者は同 昭和十三年度 普通科入学該当者 、
年度生まれの者は同 昭和十四年度普通科入学該当者 に進路情報が記入されている。記入項目は
氏名、生年月日、本籍地、現住所、職業、戸主トノ続柄 のほか、 保護者又ハ雇用主 の 氏名、現
住所、職業、青年トノ関係 、本人の 入学前ノ経歴（学業、其ノ他）、〔青年学校に〕 入学シタル年月
日 、〔青年学校への〕 入学不要理由 、〔青年学校への〕 不入学理由 、〔青年学校の〕 在否 、 備考
である。 年度生まれの者は 昭和十五年度普通科一年入学該当者 、 年度生まれの者は 昭和十
六年度普通科一学年入学該当者 、 年生まれの者は 昭和十七年度普通科一年入学該当者 に記さ
れ、記入項目は 本籍地、現住所、職業、学歴、氏名、生年月日、保護者又ハ雇用主氏名、備考 であ
る。いずれも記入項目が空欄の場合がある。なお 年より、尋常小学校は国民学校初等科、高等小学校
は国民学校高等科となるが、本稿ではそれぞれ尋常小学校、高等小学校に用語を統一する。
）寄留史料の性格については、前掲清水洋二 東北水稲単作地帯における農村労働力の流出構造
頁を参照。
） 年の全国を対象とした調査によると、女性に多い職種は 位 農業手助 約 万人、 位 住込
の家事使用人 約 万 千人、 位 農耕業主 約 万 千人、 位 商業手助 約 万 千人、 位
繰糸工 約 万 千人である。田崎宣義 女性労働の諸類型 （女性史総合研究会編 日本女性生活史
近代 東京大学出版会、 年） 頁。
）上分上山村誌編集委員会編 上分上山村誌 年、 頁。
）中村牧子 人の移動と近代化─ 日本社会 を読み換える─ （有信堂高文社、 年）、佐藤（粒来）
香 社会移動の歴史社会学─生業 職業 学校─ （東洋館出版社、 年）、吉田文 昭和初期における
初等教育後の進路分化 、高瀬雅弘 戦前期青少年人口移動の歴史地理─離村青少年の属性からみた移動
の性格─ （吉田文・広田照幸編著 職業と選抜の歴史社会学─国鉄と社会諸階層─ 世織書房、
年）。
）前掲佐藤（粒来）香 社会移動の歴史社会学 頁。
農村から地方都市への移動、農村から別の農村への移動にも着目する。
対象地域である徳島県名西郡上分上山村は、徳島市と隣接する名西郡の最奥地に位置し、
面積 のうち ％が山林である。土地の主な構成は 年現在、田約 町、畑約
町、宅地約 町、山林約 町である。同村の現住戸数・人口（ 年）は 戸・
人である ）。農林業地帯であり、上分上山村の生産総額（ 年）は、農産 円（麦
円、米 円、生大根 円ほか）、蚕糸類 円、畜産 円、林産
円（木炭 円、用材 円ほか）、工産（主に木製品） 円である。農林業を本
業とする者 人（ 戸）、商業を本業とする者 人（ 戸）である ）。本村の地主小作
関係は調査中であるが、徳島県全体としては中小地主地帯である。上分上山村を含む名西郡
の自作地・小作地別面積（農地改革前、 年 月）は自作地約 町、小作地約 町
である ）。
以下、第 章では人口移動において、性別・経済階層・出生順位・学歴が与えた影響につ
いて分析する。第 章では戦前・戦時期において一定部分を占めた移動先のうち、いくつか
についてその特質を検討する。具体的には、戦前期については県内林業労働者、京都市の織
物工、戦時期については徴兵者、徴用者、および植民地に渡った者に焦点を当てる。
第 章 性別・経済階層・出生順位・学歴が移動に与えた影響
男子の進路
若者の進路について、男女別にみていこう。表 は男子の進路先（初職）であり、それぞ
れ生まれた年、進路を調査した年、調査時の年齢を記している。そのうえで、 実家・農
業 、 実家・その他 、 徳島市・商業 、 徳島市・その他 、 県内・林業 などの区分をほ
どこした。このうち、 実家・農業 とは、青年学校史料に実家の職業が 農業 と記さ
れ、かつ本人が進学や他への就職をした形跡がない者を指す。すなわち、実家が農業を営
み、本人も農業に携わっていると推定される人物である。
進路先として多いのは 位 実家・農業 人、 位 徳島市・商業 人、 位 実
家・その他 人、 位 進学 人、 位 兵庫県・職工 人、 位 植民地 人で
ある。時期による変化をみると、戦時期、なかでも 年以後に極端に少なくなった職業が
いくつも存在する。それは県内の就業先でいえば、 徳島市・商業 、 県内・林業 、 他
郡・農業 、県外でいえば 京都市・織物工 、徳島市、大阪府、東京市の商業、 京都市・
商業、サービス業（運転手）、 石川県・大工 である。このうち、いくつかについては後
大阪商業大学論集 第 巻 第 号（通号 号）
）上分上山村誌編集委員会編 上分上山村誌 年、 頁、 頁、徳島県編 昭和二年 徳島県
統計書第一編 土地戸口其ノ他 頁。
）徳島県総務部統計課編 統計に現れたる徳島県の市町村勢 年、 頁。
） 年の郡別小作争議件数は那賀郡 件、板野郡 件、名東郡 件、勝浦郡 件、上分上山村を含
む名西郡 件、阿波郡 件、美馬郡 件等である。吉野川流域の水田地帯において争議が多く、山間地に
おいて少ない傾向にある。徳島県編 徳島県治概要 年、 頁、徳島県農地部農地課編 徳島県農
地改革史 （徳島新聞社出版部、 年） 頁、および佐藤正志 農村組織化と協調組合 （御茶の水書
房、 年）。
戦前・戦時農村における労働力移動の特質（坂口）
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に検討する。その一方、戦時期になって増加した就業先は 大阪府・職工 、 兵庫県・職
工 、 植民地 である。このように、戦前には県内の林業労働から大都市部の商業にいたる
まで、相対的には多様な進路が存在していたが、こうした多様性が戦時において失われ、地
域労働市場の展開がより限定的となり、阪神地区を中心とした軍需産業や、植民地に移動先
が集中したことがわかる。
女子の進路
表 では女子の進路をまとめた。とくに多い進路先は 実家・農業 人、 家事使用
人 人、 女工 人である。もう少し細かく区分すると、 位 実家・農業 人、
位 家事使用人・県内郡部 人 ）、 位 進学 人、 位 家事使用人・徳島市
人、 位 麻植郡鴨島町・片倉製糸女工 人、 位 淡路島・鐘紡女工 人である。戦
時期、とくに 年以後になって減少した職業は 家事使用人 （徳島市、大阪府、京都
市、神戸市）である。その一方、 県内・郡部 の家事使用人は減少していない。また、戦
時において 京都市・女工 が移動先として消滅し、 大阪府・女工 が増加している。
経済階層と進路
表 では経済階層ごとに男子の進路先を記した。家の経済力を知るための手がかりとし
て、 村民税等級表 というものがある。これは家の所得・資産に応じて村内の各家をいく
つかの等級に分けたものであり、等級に応じて村民税賦課額が異なる。等級上位の家ほど賦課
額が高く、経済力があることを意味する。 年の上分上山村の村民税は 等級によって構
成される。本稿ではこの 等級を つの階層に分ける。具体的には、第 等級の 戸を
第 階層、第 等級の 戸を第 階層、第 等級の 戸を第 階層、第 等級
の 戸を第 階層、第 等級の 戸を第 階層、第 等級の 戸を第 階層、第
等級の 戸を第 階層と区分する。第 階層が最上層、第 階層が最貧困層である ）。
この階層区分にしたがえば、進学者の経済階層が最も高いが、これに準ずるのが 兵庫
県・職工 や 植民地 に行った者である。その一方、 徳島市・商業 など県内就職者に
は最上層が存在しない ）。 実家・農業 は第 階層、すなわち中層を中心としつつ、全階
層に分布している。 実家・農業 と比べると、 実家・その他 の方が、経済階層が低い傾
向にある。
表 では経済階層ごとに女子の進路先を示した ）。まず進学者の経済階層が相対的には高
い。 実家・農業 の経済階層は第 ・ 階層、すなわち上層を中心とし、貧困層（第 ・
階層）が少ない。貧困層は女子を家にとどめておくことが困難であるということであろう
か。その一方、女工になった者に最上層は存在しない。
大阪商業大学論集 第 巻 第 号（通号 号）
） 家事使用人・県内郡部 に村内の家事使用人を含めれば、 人である。
）なお、資産や所得をどういった割合で反映した史料なのかは判明しない。また、 村民税等級表 に存
在しない、納税免除者が真の最貧困層であることに留意が必要である。上分上山村の現住戸数（ 年）
は前述のように 戸、 村民税等級表 （ 年）には 戸が記されている。以上により、 戸前後が納
税免除者であると推定できる。
）この点、野尻重雄氏は大都市に移動する者の方が近場に移動する者よりも、家の経済階層が高い傾向に
あると指摘している（前掲野尻重雄 農民離村の実証的研究 頁）。
戦前・戦時農村における労働力移動の特質（坂口）
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出生順位と進路
表 では出生順位が進路にいかなる影響を与えるかを探った。男子の出生順位が史料では
わからないため、女子に限って分析する ）。長女・二女・三女以下の つに区分し作表した
が、このうち長女と二女という 区分でみた場合、顕著な傾向がうかびあがる。すなわち、
実家・農業 、 進学 は長女に多く、 県外・家事使用人 は二女が多い。その一方、 県
内・家事使用人 と女工とは拮抗している。長女を実家にとどめておく、ないし進学させる
一方、二女は遠くに働きに出るというライフコースの傾向が見出せる。ただし、 満洲 に渡っ
た 人がともに長女であるという留意が必要である。なお、女工について、相対的には距離
の近い淡路島への就職が 県外 と区分されるため、県内・県外の区分を設定していない。
学歴と進路─尋常小学校卒か高等小学校卒か─
尋常小学校を卒業することが人びとのあいだで定着したのは 年代である ）。続く
年代では尋常小学校卒であれば学歴が低く、高等小学校卒以上であれば相対的には高学歴と
大阪商業大学論集 第 巻 第 号（通号 号）
）本稿では示していないが、戦前期（ 年度生まれ 年度調査）と、戦時期（ 年
度生まれ 年度調査）とを分けて作表したところ、戦前期と戦時期との顕著な違いは見出せな
かった。
）本稿において果たせないとはいえ、西日本における男子の出生順位と進路との関係は実証に値するテー
マである。なぜなら、西日本農村では長男が実家にとどまるという慣例が東日本より西日本で弱いこと
（前掲佐藤（粒来）香 社会移動の歴史社会学 第 章）、これと関わって長子単独相続は東日本に多
く、西日本の方が生前分与を含めた分割相続がなされる場合があること（玉真之介 戦前期日本（
）における農家数変動の地域性 農業経済研究 第 巻第 号、 年 月）を先行研究は指摘し
ているからである。
）前掲土方苑子 近代日本の学校と地域社会 第 章。
表 経済階層と進路 上分上山村・男子─ 年度生まれ（ 年調査）─
単位 人
第 階層 第 階層 第 階層 第 階層 第 階層 第 階層 第 階層 計
実家・農業
実家・その他
徳島市・商業
徳島市・その他
他郡・商業、職工
四国他県商業、職工
福岡県・炭鉱
大阪府・商業
大阪府・職工
兵庫県・職工
近畿・その他
東京市・商業
植民地
進学
軍隊
病気・死亡
計
注 判明分のみ記している。 実家・農業 など職業区分の設定については表 と同様である。
出典 前掲上分上山村立青年学校 昭和十四年度本科一年該当者 、同 昭和十五年度本科一年該当者 、同
昭和十六年度本科一年該当者 、同 昭和十七年度本科一年該当者 、同 昭和十八年度本科一年該当
者 、上分上山村村長 村民税賦課方法規定 年 月 日提出（上分上山村役場 村会議案綴
年）。
戦前・戦時農村における労働力移動の特質（坂口）
みなされた。本稿では、尋常小学校卒業者と高等小学校卒業者とを分けて、それぞれがどう
いった職業に従事する傾向にあったのかを分析する ）。なお、男子については 高等小学校
年修了者 （高一修）も判明する。
表 経済階層と進路 上分上山村の女子─ 年度生まれ（ 年調査）─
単位 人
第 階層 第 階層 第 階層 第 階層 第 階層 第 階層 第 階層 計
実家・農業
実家・その他
家
事
使
用
人
村内
徳島市
県内・郡部
大阪
神戸
京都
女
工
板野郡北島村・東邦人絹
麻植郡鴨島町・片倉製糸
麻植郡鴨島町・筒井製糸
徳島市
兵庫県淡路島・鐘紡
大阪府
京都市・織物工
その他
徳島市・その他
大阪府・その他
満洲
進学
病気・死亡
計
注 判明分のみ記している。 実家・農業 など職業区分の設定については表 と同様である。
出典 前掲上分上山村立女子青年学校 昭和十年度普通科一学年入学該当者 、同 昭和十一年度普通科一
学年入学該当者 、同 昭和十二年度 普通科入学該当者 、同 昭和十三年度 普通科入学該当者 、
同 昭和十四年度普通科入学該当者 、同 昭和十五年度普通科一年入学該当者 、同 昭和十六年度普
通科一学年入学該当者 。上分上山村村長 村民税賦課方法規定 年 月 日提出（上分上山村役
場 村会議案綴 年）。
表 出生順位と進路 上分上山村の女子
─ 年度生まれ（ 年調査）─ 単位 人
長女 二女 三女以下 計
実家・農業
県内・家事使用人
県外・家事使用人
女工
満洲
進学
計
注 判明分のみ記している。
出典 前掲上分上山村立女子青年学校 昭和十年度普通科一学年入学該当者 、
同 昭和十一年度普通科一学年入学該当者 、同 昭和十二年度 普通科入
学該当者 、同 昭和十三年度 普通科入学該当者 、同 昭和十四年度普通
科入学該当者 。
表 は男子を対象としており、尋常小学校卒業者が多いのは、名西郡内・郡外を含む郡部
の 商業、職工 、 他郡・農業 、 京都市・織物工 、 石川県・大工 である。これとかか
わって、徳島市よりも郡部就業者の学歴が低い傾向にある。表 は女子であり、 家事使用
人（県内・郡部）、東邦人絹・片倉製糸・筒井製糸・鐘紡を合わせた（繊維）女工、および
京都市・織物工 が尋常小学校卒である場合が多い。その一方、 実家・農業 は高等小
学校卒業者が圧倒的多数を占める。徳島市、大阪市、および神戸市の家事使用人となった者
大阪商業大学論集 第 巻 第 号（通号 号）
）前掲吉田文 昭和初期における初等教育後の進路分化 は、 年代における男女青年の学歴を尋常小
学校卒と高等小学校卒に区分しており、本稿ではこれを継承した。
表 学歴と進路 上分上山村の男子
─ 年度生まれ（ 年調査）─ 単位 人
尋 卒 高一修 高 卒
実家・農業
実家・その他
徳島市・商業
徳島市・その他
県内・林業
郡内・農業
郡内・商業、職工
他郡・農業
他郡・商業、職工
四国他県・商業、職工
福岡県・炭鉱
大阪府・商業
大阪府・職工
京都市・織物工
京都市・商業、サービス業（運転手）
兵庫県・職工
近畿・その他
東京市・商業
石川県・大工
植民地
軍隊
病気・死亡
その他
注 判明分のみ記している。 実家・農業 など職業区分の設定については表 と同様
である。尋卒とは尋常小学校卒業、高一修とは高等小学校一年修了、高卒とは高等
小学校卒業を指す。
出典 前掲上分上山村立青年学校 昭和十四年度本科一年該当者 、同 昭和十五年度
本科一年該当者 、同 昭和十六年度本科一年該当者 、同 昭和十七年度本科一年
該当者 、同 昭和十八年度本科一年該当者 。
戦前・戦時農村における労働力移動の特質（坂口）
は学歴が高く、徳島県内郡部の家事使用人となった者の学歴は低い。徳島市に就業する者は
家事使用人だけでなく、女工、 その他 も学歴が高い傾向にある。このように男女とも、
実家をのぞく郡部に就業する者は学歴が低く、都市部に就職する者は学歴が高いという傾向
があることが判明した。
進学者
進学者について検討する。表 は男子の進学先である。進学者が極めて少ないなかで ）、
県立農業学校などの公立学校だけでなく、逓信講習所、簿記学校といった進路先が存在す
る。逓信講習所とは逓信省（郵便・通信等を管轄する省庁）の職員を養成する学校であり、
公立中学校への進学を断念した者が入学する場合があったという ）。渡辺簿記学校（徳島
市）に進学した者は卒業後、森林組合書記となっており ）、学校で身につけた技能が職業と
）青年学校をのぞく上級学校への進学を選択した男子は、 年度生まれは 人中 人、 年度生まれ
は 人中 人、 年度生まれは 人中 人、 年度生まれは 人中 人、 年度生まれは 人中
人、 年度生まれは 人中 人、 年度生まれは 人中 人、 年度生まれは 人中 人、 年
度生まれは 人中 人、 年度生まれは 人中 人であった。
） 年現在、全国 ヶ所に存立した。三上敦史 逓信講習所・逓信官吏練習所に関する歴史的研究一文
部省所管学校との関係に注目して─ （ 日本の教育史学 第 号、 年 月） 頁。 年に、兵
庫県丹波篠山地方から大阪の逓信講習所に入学した人物は次のように回想する。 中学に行きたかった。
しかし家の経済力の関係で父に許可してもらえなかった。しかし勉強したい気持ちはあったので高小〔高
等小学校〕卒業後逓信講習所に二年間行くことにした 。吉田文 農家の生活世界と学歴 （天野郁夫編著
学歴主義の社会史─丹波篠山にみる近代教育と生活世界─ 有信堂高文社、 年） 頁。
表 学歴と進路 上分上山村の女子─ 年度生まれ（ 年調査）─
単位 人
尋卒 高卒
実家・農業
実家・その他
家
事
使
用
人
村内
徳島市
県内・郡部
大阪
神戸
京都
不明
女
工
板野郡北島村・東邦人絹
麻植郡鴨島町・片倉製糸
尋卒 高卒
女
工
麻植郡鴨島町・筒井製糸
徳島市
兵庫県淡路島・鐘紡
大阪府
京都市・織物工
その他
徳島市・その他
大阪府・その他
満洲
病気・死亡
その他
計
注 判明分のみ記している。 実家・農業 など職業区分の設定については表 と同様である。尋卒とは尋
常小学校卒業、高卒とは高等小学校卒業を指す。
出典 前掲上分上山村立女子青年学校 昭和十年度普通科一学年入学該当者 、同 昭和十一年度普通科一
学年入学該当者 、同 昭和十二年度 普通科入学該当者 、同 昭和十三年度 普通科入学該当者 、
同 昭和十四年度普通科入学該当者 、同 昭和十五年度普通科一年入学該当者 、同 昭和十六年度普
通科一学年入学該当者 。
結びついている。
表 は女子の進学者である。女子も進学者自体が極めて少ないなかで ）、 人いる進学者
のうち、 人が裁縫女学校（裁縫教育を重点的に行う女子中等教育機関）に進んでいる ）。
裁縫女学校卒業者のその後については 人のデータがあり、ともに実家に戻り、上分上山村
青年学校に入りなおしている ）。極めて限られた事例であるが、裁縫に関する学校に通うこ
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）前掲上分上山村青年学校 昭和十七年度本科一年該当者 。
）青年学校をのぞく上級学校への進学を選択した女子は、 年度生まれは 人中 人、 年度生まれ
は 人中 人、 年度生まれは 人中 人、 年度生まれは 人中 人、 年度生まれは 人中
人、 年度生まれは 人中 人、 年度生まれは 人中 人、 年度生まれは 人中 人である。
）裁縫女学校は、明治 年頃には全国 校程度存在したという。池田雅則 明治後期における女子教育
の一断面─私立裁縫女学校の地域内展開と歴史的位置─ （ 東京大学大学院教育学研究科教育学研究室紀
要 第 号、 年 月） 頁。最新の論稿として、徳山倫子 都市近郊農村における女子初等後教育の
展開─大阪府郡部の高等小学校付設裁縫専修科に着目して─ （ 農業史研究 第 号、 年 月）。
表 進学者 上分上山村の男子
生年度 調査年 経済階層 進学先
年 年以降 第 階層 大阪逓信講習所
年 年以降 ─ 県立麻植中学校
年 年以降 第 階層 県立徳島中学校
年 年以降 ─ 県立農業学校
年 年以降 第 階層 県立徳島中学校
年 年以降 ─ 関西工業学校土木科
年 年以降 第 階層 県立工業学校
年 年以降 第 階層 県立農業学校
年 年以降 第 階層 県立師範学校
年 年以降 ─ 県立商業学校
年 年以降 ─ 県立師範学校
年 年以降 ─ 徳島市逓信事務員講習所
年 年以降 第 階層 撫養町立商業学校
年 年以降 第 階層 県立工業学校
年 年以降 第 階層 県立農業学校
年 年以降 第 階層 小松島町立実業学校
年 年以降 第 階層 渡辺簿記学校（徳島市）
年 年以降 第 階層 県立農業学校
年 年以降 ─ 県立工業学校
年 年以降 ─ 県立農業学校
年 年以降 ─ 県立工業学校
注 ─は不明。青年学校進学者をのぞく。経済階層は 階層によって構成される。
出典 前掲上分上山村立青年学校 昭和十年度研究科第二学年該当者（昭和十年度修了）、同 昭和十年度
研究科第一学年該当者（昭和十一年度修了）、同 昭和十年度本科第四学年該当者 、同 昭和十年度
本科第三学年該当者 、同 昭和十年度本第二学年該当者 、同 昭和十年度本科第一学年該当者 、同
昭和十四年度本科一年該当者 、同 昭和十五年度本科一年該当者 、同 昭和十六年度本科一年該当
者 、同 昭和十七年度本科一年該当者 、同 昭和十八年度本科一年該当者 、前掲上分上山村村長
村民税賦課方法規定 年 月 日提出（上分上山村役場 村会議案綴 年）。
戦前・戦時農村における労働力移動の特質（坂口）
とと、裁縫にかかわる専門職に就くことが結びついていたわけではないことがうかがえる。
なお、進学者の男女を比較すると、男子よりも女子の経済階層が低い傾向にある。すなわ
ち、表 ・ を比べると、男子進学者は第 階層に限られる一方、女子は第 階層
においても進学する者が存在した（不明分をのぞく）。
） 年度生まれの和洋裁縫学校（徳島市）卒、 年度生まれの私立裁縫学校卒（広島市）の 人が、
上分上山村に戻り、同村青年学校に入学している。前掲上分上山村立女子青年学校 昭和十三年普通科入
学該当者 、同 昭和十四年度普通科入学該当者 。
表 進学者 上分上山村の女子
生年度 調査年 出生順位 経済階層 進学先
年 年以降 ─ 第 階層 私立洋裁学校（徳島市）
年 年以降 長女 ─ 私立洋裁学校（徳島市）
年 年以降 二女 ─ 東京洋裁実習女学院（東京市）
年 年以降 長女 ─ 県立名西高等女学校（名西郡）
年 年以降 三女 第 階層 私立原裁縫学校（徳島市）
年 年以降 ─ 第 階層 私立和洋裁縫学校（徳島市）
年 年以降 長女 ─ 私立村崎裁縫学校（徳島市）
年 年以降 長女 第 階層 私立原裁縫学校（徳島市）
年 年以降 ─ 第 階層 私立原裁縫学校（徳島市）
年 年以降 ─ 第 階層 県立女子師範学校（徳島市）
年 年以降 長女 第 階層 私立裁縫学校（広島市）
年 年以降 二女 第 階層 私立洋裁学校（徳島市）
年 年以降 長女 第 階層 私立和洋裁縫学校（徳島市）
年 年以降 長女 第 階層 私立原裁縫学校（徳島市）
年 年以降 ─ ─ 実践女学校中等部（東京市）
年 年以降 ─ ─ 大阪逓信講習所（大阪市）
年 年以降 ─ 第 階層 私立原裁縫学校（徳島市）
年 年以降 ─ 第 階層 県立撫養高等女学校（板野郡）
年 年以降 ─ ─ 県立高等女学校（徳島市）
年 年以降 ─ ─ 県立農業学校
注 ─は不明。青年学校進学者をのぞく。経済階層は 階層によって構成される。
出典 前掲上分上山村立女子青年学校 昭和十年度本科第二学年 入学該当者（昭和十一年度研究科修了
者）、同 昭和十年度普通科一学年入学該当者 、同 昭和十一年度普通科一学年入学該当者 、同 昭
和十二年度 普通科入学該当者 、同 昭和十三年度 普通科入学該当者 、同 昭和十四年度普通科入
学該当者 、同 昭和十五年度普通科一年入学該当者 、同 昭和十六年度普通科一年入学該当者 、同
昭和十七年度普通科一学年入学該当者 、前掲上分上山村村長 村民税賦課方法規定 年 月
日提出（上分上山村役場 村会議案綴 年）。
第 章 戦前・戦時期における移動の変化
戦前期─県内林業労働者、京都市織物工─
本章では、戦前・戦時期において一定部分を占めた職業のうち、いくつかについて考察す
る。戦前期については、徳島県内の林業労働者、および 京都市・織物工 に着目する。表
では県内林業労働者をまとめた。 人のうち 人は、那賀郡沢谷村の 森一郎二製材所
に就職している ）。この 森一郎二 とは上分上山村に在住する人物と同姓同名である（経
済階層は第 階層））。 人のうち残り 人は上分上山村に隣接する木屋平村で林業に従事
している。
県外労働について、 京都市・織物工 に着目すると、男子 人、女子 人が就業してい
る（表 ）。徳島県から京都市内に織物工として就業するというパターンは一定以上存在し
たのか。 年の西陣織女工 人を対象とした調査によると、出身地は 裏日本、殊に石
川、福井、鳥取の諸県が多い という ）。 年調査によると、西陣織労働者 人の出身
地は、西陣地区内約 ％、西陣地区を除く京都市内約 ％、丹後・但馬約 ％、北陸約
％、岐阜県約 ％、滋賀県約 ％等だという ）。このように徳島県出身者に関する記述は
ない。なぜまとまって上分上山村から京都市の織物工になる慣例が存在したのか、それにも
かかわらず、少なくとも西陣地区において徳島県出身者は統計に表れない存在だったのか。
今後の検討課題である。
大阪商業大学論集 第 巻 第 号（通号 号）
）県内林業従事者は 人であるが、転出先の判明する 人に限定して分析する。
）上分上山村村長 村民税賦課方法規定 年 月 日提出（上分上山村役場 村会議案綴
年）。
）協調会大阪支所調査係編 西陣織物（帯）工場に於ける労働事情 （ 年）頁数記載なし、一橋大学
経済研究所図書館所蔵。なお、京都市社会課編 調査報告第 号 西陣織業に関する調査 昭和十三年八
月 （京都市役所、 年）には労働者の出身地に関する情報は記載されていない。
表 県内林業労働者 上分上山村の男子
生年度 調査年 転出先 学歴 就業先
年 年以降 那賀郡沢谷村 高卒 森一郎二製材所
年 年以降 那賀郡沢谷村 高卒 森一郎二製材所
年 年以降 麻植郡木屋平村 高卒 ─
年 年以降 麻植郡木屋平村 尋卒 ─
年 年以降 那賀郡沢谷村 尋卒 森一郎二製材所木炭製造部
年 年以降 那賀郡沢谷村 尋卒 森一郎二製材所
年 年以降 那賀郡沢谷村 高一修 森一郎二製材所植林部
年 年以降 那賀郡沢谷村 高卒 森一郎二製材所
年 年以降 麻植郡木屋平村 尋卒 三和木材
注 ─は不明。学歴について尋卒とは尋常小学校卒業、高一修とは高等小学校一年修了、高卒とは高等小学
校卒業を指す。転出先が判明する者のみ記した。
出典 前掲上分上山村立青年学校 昭和十年度研究科第二学年該当者（昭和十年度修了）、同 昭和十年度
研究科第一学年該当者（昭和十一年度修了）、同 昭和十年度本科第四学年該当者 、同 昭和十年度
本科第三学年該当者 、同 昭和十年度本科第二学年該当者 、同 昭和十年度本科第一学年該当者 、
昭和十四年度本科一年該当者 、同 昭和十五年度本科一年該当者 、同 昭和十六年度本科一年該当
者 、同 昭和十七年度本科一年該当者 、同 昭和十八年度本科一年該当者 。
戦前・戦時農村における労働力移動の特質（坂口）
なお、上分上山村から 京都市・織物工 への就業は戦前期に一定数みられたものであ
り、 年以降に就職する者はいない。この点について、 年の西陣調査では 此頃では
募集に困難を感じてゐる。募集難の原因としては、一、織物工業よりも比較的賃金の高い人
絹工業や重工業に勤めて行くこと、二、農村労働力不足からその手伝の為めに離村しなく
なったこと、三、農家経済が従前に比して恵まれてゐること等に基くよう だと説明してい
る ）。
戦時期─徴兵・徴用・植民地─
戦時において一定部分を占めた移動先、すなわち、徴兵、徴用（国家の強制によって兵役
以外の仕事に従事すること）、および植民地に渡った者について分析する。まず表 によっ
）松本通晴 西陣機業者の地域生活─とくに西陣機業を規定する地域生活の特質について─ （ 人文学
第 号、 年 年） 頁。
）前掲協調会大阪支所調査係編 西陣織物（帯）工場に於ける労働事情 頁数記載なし。
表 京都市・織物工 上分上山村の男女
性別 生年度 調査年度 転出先 学 歴
男子 年 年以降 高卒
年 年以降 上京区笹屋町通 高卒
年 年以降 上京区烏丸通鞍馬口 高一修
年 年以降 五条通 尋卒
年 年以降 西陣 尋卒
年 年以降 西陣 尋卒
年 年以降 上京区中筋通 尋卒
年 年以降 紫野 高卒
年 年以降 西陣 尋卒
年 年以降 新町通 尋卒
女子 年 年以降 山科（日本織物会社） 尋卒
年 年以降 西陣（上京区上木下町）大東佐光 尋卒
年 年以降 西陣（上京区上木下町）大東佐光 尋卒
年 年以降 上京区 尋卒
注 判明分を記した。学歴について尋卒とは尋常小学校卒業、高一修とは高等小学校一年修了、高
卒とは高等小学校卒業を指す。
出典 前掲上分上山村立青年学校 昭和十年度研究科第二学年該当者（昭和十年度修了）、同 昭
和十年度研究科第一学年該当者（昭和十一年度修了）、同 昭和十年度本科第四学年該当
者 、同 昭和十年度本科第三学年該当者 、同 昭和十年度本科第二学年該当者 、同 昭和
十年度本科第一学年該当者 、 昭和十四年度本科一年該当者 、同 昭和十五年度本科一年該
当者 、同 昭和十六年度本科一年該当者 、同 昭和十七年度本科一年該当者 、同 昭和十
八年度本科一年該当者 。前掲上分上山村立女子青年学校 昭和十年度普通科一学年入学該当
者 、同 昭和十一年度普通科一学年入学該当者 、同 昭和十二年度 普通科入学該当者 、
同 昭和十三年度 普通科入学該当者 、同 昭和十四年度普通科入学該当者 、同 昭和十五
年度普通科一年入学該当者 、同 昭和十六年度普通科一学年入学該当者 。
て、徴兵者・徴用者をみると、徴兵者の学歴は尋常小学校卒 人、高等学校 年修了者（高
一修） 人、高等小学校卒 人である。その一方、徴用者は尋常小学校卒 人、高等小学校
年修了（高一修） 人、高等小学校卒 人であり、徴兵者よりも徴用者の学歴が低い。徴
兵・徴用される前の職業をみると、徴兵者は農業 人、 大阪市・商業 人、事務員 人
である。徴用者は農業 人、事務員 人、店員 人、雑役 人である。このように農業、商
業、事務員などの職業が並ぶ。
その一方、徴用という制度を経由せずに工鉱業に従事する者が一定数存在した。 つは大
阪・兵庫の職工になった者、もう つは福岡県において炭鉱夫となった者である。大阪・兵
庫の職工となった者の就業先について、 年の調査（いずれも 年度生まれ）
をまとめると、正和鋳造所（神戸市須磨区） 人、川西航空（兵庫県武庫郡鳴尾村） 人、
三菱重工業神戸工場（神戸市兵庫区） 人、三菱電機（神戸市須磨区） 人、吉村工業所
（大阪市港区）、赤沢鉄工所（大阪府布施市）、工藤製作所（大阪市東成区）、花川鉄工所
（大阪市）、増井電器（大阪市）各 人である。このうち正和鋳造所以外は、戦前期（
年調査以前のデータ）ではみられなかった就業先である ）。
炭鉱夫については表 にまとめた。 人全員が三菱勝田鉱業所（福岡県糟屋郡宇美町）に
就業し、その前職は 実家・農業 人、店員、日稼ぎ、前職なし各 人である。これら
人の経済階層はむしろ高い。その一方、尋常小学校卒 人、高等小学校 年修了者 人、高
等小学校卒 人であり、学歴は低い傾向にある。さらに 人のうち 人が 年以内に離職し
ており、徴用とは異なる制度によって短期契約で就業した可能性がある ）。なお徴用につい
ては、他の就職ルートよりも待遇が悪いこと等により 徴用忌避 という現象が一定数生じ
ていたことが知られている ）。徴用制度を経由せずに工鉱業に従事することは 徴用忌避
と関係があるのか否か、今後の検討課題である。
上分上山村から植民地に移動した男子 人、女子 人について検討する（表 ）。男子は
満蒙開拓青少年義勇軍（ 歳の青少年を開拓民とするもの）が 人であり、圧倒的多数
を占める。女子は呉服店勤務 人、婚姻に伴う移動 人という構成である。経済階層をみる
と、男女とも貧困層に集中するわけではない。 満洲 農業移民史研究は、かならずしも貧
困層のみが移民になったわけではないと指摘しており ）、指摘どおりの結果が出たといえ
る。加えて学歴は高い傾向にあり、尋常小学校卒 人、高等小学校卒 人、中学校卒 人と
いう構成である。
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）以上、前掲上分上山村立青年学校 昭和十年度研究科第二学年該当者（昭和十年度修了）、同 昭和十
年度研究科第一学年該当者（昭和十一年度修了）、同 昭和十年度本科第四学年該当者 、同 昭和十年
度本科第三学年該当者 、同 昭和十年度本科第二学年該当者 、同 昭和十年度本科第一学年該当者 、
同 昭和十四年度本科一年該当者 、同 昭和十五年度本科一年該当者 、同 昭和十六年度本科一年該当
者 、同 昭和十七年度本科一年該当者 、同 昭和十八年度本科一年該当者 。
）四国出身者が九州の炭鉱に就職する事例は一定数存在する。宮地英敏 三菱端島における労働者の性格
について─敗戦から 年代後半までの石炭産業─ （ 社会経済史学 第 巻第 号、 年 月）
頁、および同論文の注 、 （同頁）参照。なお四国からの短期就業の事例として、勤労報国隊という形
で、高知県から三菱勝田鉱山に来山した青年を取り上げた文献が存在する（福岡地方鉱山部会編 闘ふ鉱
山・職場美談集 大日本産業報国会福岡地方鉱山部会、 年、 頁）。
）西成田豊 労働力動員と関連する若干の問題について （同 近代日本労働史─労働力編成の論理と実
証─ 有斐閣、 年）、佐々木啓 戦時期日本の青少年工 不良 化対策─ 自由主義 からの解放と
家庭 の普遍化─ （ 年報日本現代史 第 巻、 年）。
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表 徴兵・徴用 上分上山村の男子─ 年度生まれ（ 年調査）─
徴 兵
生年度 経済階層 学歴 前 職 配 属 先 徴兵年度
年 第 階層 高卒 鋼材商店員（大阪市） 佐世保海兵団 年
年 ─ 高卒 実家・農業 佐世保海兵団 年
年 第 階層 高卒 実家・農業 西部方面第 部隊（徳島連隊） ─
年 第 階層 高卒 鋼材商店員（大阪市） 佐世保海兵団 年
年 第 階層 尋卒 上分上山村産業組合事務員 佐世保海兵団 年
年 ─ 高卒 実家・農業 佐世保海兵団 ─
年 第 階層 高卒 上分上山村役場使丁 佐世保海兵団 年
年 第 階層 高卒 実家・農業 佐世保海兵団 年
年 第 階層 高一修 なし 北支那派遣軍 ─
年 ─ 高卒 なし 佐世保海兵団 ─
年 ─ 高卒 なし 佐世保海兵団 ─
徴 用
生年度 経済階層 学歴 前 職 配 属 先 徴用年度
年 第 階層 尋卒 実家・農業 日本製鋼所広島製作所 年
年 ─ 高卒 実家・農業 日本製鋼所広島製作所 年
年 第 階層 尋卒 実家・農業 呉海軍工廠 年
年 第 階層 尋卒 実家・農業 ─ 年
年 ─ 尋卒 実家・農業 佐世保海軍工廠 年
年 ─ 尋卒 実家・農業 日本製鋼所広島製作所 年
年 第 階層 高卒 実家・農業 佐世保海軍工廠 年
年 ─ 高卒 事務員（大阪市） 呉海軍工廠 年
年 第 階層 尋卒 実家・農業 日本製鋼所広島製作所 年
年 第 階層 高卒 実家・農業 播磨造船所（兵庫県） 年
年 第 階層 高卒 実家・農業 日本製鋼所広島製作所 年
年 ─ 高卒 実家・農業 日本製鋼所広島製作所 年
年 ─ 高卒 実家・農業 日本製鋼所広島製作所 年
年 第 階層 尋卒 徳島市・店員 呉海軍工廠 ─
年 第 階層 尋卒 農業 雑役夫（麻植郡鴨島町・片倉製糸） 佐世保海軍工廠 年
年 第 階層 高一修 実家・農業 佐世保海軍工廠 年
年 第 階層 高卒 実家・農業 佐世保海軍工廠 年
年 第 階層 尋卒 実家・農業 佐世保海軍工廠 年
年 ─ 高卒 実家・農業 佐世保海軍工廠 年
年 ─ 高卒 実家・農業 佐世保海軍工廠 年
年 第 階層 尋卒 店員（大坂市） 上分上山村産業組合事務員 ─ 年
注 ─は不明。学歴について尋卒とは尋常小学校卒業、高一修とは高等小学校一年修了、高卒とは高等小学
校卒業を指す。経済階層は 階層によって構成される。徴兵・徴用年度のみ 年度に調査される場合
がある。
出典 前掲上分上山村立青年学校 昭和十四年度本科一年該当者 、同 昭和十五年度本科一年該当者 、同
昭和十六年度本科一年該当者 、同 昭和十七年度本科一年該当者 、前掲上分上山村村長 村民税賦
課方法規定 年 月 日提出（上分上山村役場 村会議案綴 年）。
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表 炭鉱夫 上分上山村の男子
生年度 調査年 経済階層 学歴 就業先 前職 就業・帰村年次
年 年以降 第 階層 高一修 三菱勝田鉱業所（福岡県） 農業 年就業・ 年帰村
年 年以降 ─ 尋卒 三菱勝田鉱業所（福岡県） 農業 年就業・ 年帰村
年 年以降 第 階層 高卒 三菱勝田鉱業所（福岡県） 農業 年就業・ 年帰村
年 年以降 第 階層 尋卒 三菱勝田鉱業所（福岡県） 店員 年就業・同年帰村
年 年以降 ─ 尋卒 三菱勝田鉱業所（福岡県） 日稼ぎ 年就業
年 年以降 第 階層 高一修 三菱勝田鉱業所（福岡県） なし 年就業
注 ─は不明。学歴について尋卒とは尋常小学校卒業、高一修とは高等小学校一年修了、高卒とは高等小学
校卒業を指す。経済階層は 階層によって構成される。
出典 前掲上分上山村立青年学校 昭和十四年度本科一年該当者 、同 昭和十五年度本科一年該当者 、同
昭和十六年度本科一年該当者 、同 昭和十七年度本科一年該当者 、同 昭和十八年度本科一年該当
者 、前掲上分上山村村長 村民税賦課方法規定 年 月 日提出（上分上山村役場 村会議案
綴 年）。
表 植民地に渡った者 上分上山村の男女
性別 経済階層 学歴 生年度 調査年度 調査時の最低年齢 行き先
男子
第 階層 中卒 年 年以降 満洲
─ 高卒 年 年以降 朝鮮（農業）
─ 高卒 年 年以降 義勇軍
─ 尋卒 年 年以降 朝鮮（農業）
第 階層 高卒 年 年以降 朝鮮（鉄道会社）
第 階層 高卒 年 年以降 義勇軍
─ 高卒 年 年以降 義勇軍
第 階層 高卒 年 年以降 義勇軍
第 階層 高卒 年 年以降 満洲 （満鉄）
第 階層 高卒 年 年以降 義勇軍
第 階層 高卒 年 年以降 義勇軍
第 階層 高卒 年 年以降 義勇軍
第 階層 高卒 年 年以降 満洲 （満鉄）
第 階層 高卒 年 年以降 義勇軍
第 階層 高卒 年 年以降 義勇軍
─ 高卒 年 年以降 義勇軍
─ 高卒 年 年以降 義勇軍
─ 高卒 年 年以降 義勇軍
女子
─ 高卒 年 年以降 満洲 （福田呉服店）
第 階層 高卒 年 年以降 満洲 （福田呉服店）
第 階層 高卒 年 年以降 満洲 （婚姻）
注 義勇軍 とは、満蒙開拓青少年義勇軍を指す。─は不明。尋卒とは尋常小学校卒業、高卒とは高等小
学校卒業、中卒とは中学校卒業を指す。経済階層は 階層によって構成される。他の表では初職で植民
地に移動した者のみ、本表では植民地移動者全員を記している。
出典 前掲上分上山村立青年学校 昭和十年度研究科第二学年該当者（昭和十年度修了）、同 昭和十年度
研究科第一学年該当者（昭和十一年度修了）、同 昭和十年度本科第四学年該当者 、同 昭和十年度
本科第三学年該当者 、同 昭和十年度本科第二学年該当者 、同 昭和十年度本科第一学年該当者 、
同 昭和十四年度本科一年該当者 、同 昭和十五年度本科一年該当者 、同 昭和十六年度本科一年該
当者 、同 昭和十七年度本科一年該当者 、同 昭和十八年度本科一年該当者 、前掲上分上山村立女
子青年学校 昭和十年度普通科一学年入学該当者 、同 昭和十一年度普通科一学年入学該当者 、同
昭和十二年度 普通科入学該当者 、同 昭和十三年度 普通科入学該当者 、同 昭和十四年度普通
科入学該当者 、同 昭和十五年度普通科一年入学該当者 、同 昭和十六年度普通科一学年入学該当
者 、前掲上分上山村村長 村民税賦課方法規定 年 月 日提出（上分上山村役場 村会議案
綴 年）。
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おわりに
本稿では徳島県名西郡上分上山村を事例として、昭和戦前・戦時期における若者の移動に
ついて検討した。分析結果をまとめよう。進路先として多いのは、男子は 位 実家・農
業 （実家で農業に従事する者）、 位 徳島市・商業 、 位 実家・その他 、 位 進
学 、 位 兵庫県・職工 である。女子は 位 実家・農業 、 位 家事使用人・県内郡
部 、 位 進学 、 位 家事使用人・徳島市 、 位 麻植郡鴨島町・片倉製糸女工 で
ある。経済階層について、男子は 進学者 を筆頭に、 兵庫県・職工 、 植民地 の階層
が高い傾向にある。男子の 実家・農業 は中層を中心としつつ全階層に分布し、 徳島
市・商業 など県内就業者には最上層が存在しない。女子の 実家・農業 は上層を中心と
し、貧困層が少ない。出生順位について、長女は実家にとどまる、ないし進学する一方、二
女は遠方で働くという傾向がある。（実家をのぞく）郡部就業者と都市部就業者との学歴差
は顕著であり、男女とも郡部就業者は尋常小学校卒が多く、都市部就業者は高等小学校卒が
多い。また、 実家・農業 の多くは高等小学校卒である。上級学校への進学については、
裁縫女学校進学者が多いこと、進学者を男女に分けると、男子よりも女子の経済階層が低い
傾向にあることが着目される。戦前から戦時における進路先の変化について、戦前期には県
内林業労働や京都市内の織物工などの選択肢が存在した。しかし、戦時期において工鉱業労
働者や植民地移住者が激増した。工鉱業労働者全体をみると、徴用されて広島や佐世保に
向った者だけでなく、徴用という形をとらずに大阪・兵庫の職工となった者、福岡において
炭鉱夫となった者が存在した。
以上が現段階における分析結果である。 実家・農業 、 実家・その他 、すなわち移動し
なかった者の経済階層、学歴、出生順位の傾向が判明した点、（実家をのぞく）郡部就業者
と都市部就業者との学歴の差異が明らかになった点は、とくに先行研究に付け足すべき事実
発見であると考えられる。今後とも、より深い実証を進めるとともに、諸事実の持つ意味づ
けの追究を、他村の事例と比較しながら見出していきたい。
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年 月）。
小林信介 人びとはなぜ満州へ渡ったのか─長野県の社会運動と移民─ （世界思想社、 年）。
斎藤修 年以前の人口移動─中部 県の寄留統計を使って─ （ 三田学会雑誌 第 巻第
号、 年 月）。
佐々木啓 戦時期日本の青少年工 不良 化対策─ 自由主義 からの解放と 家庭 の普遍化
─ （ 年報日本現代史 第 巻、 年）。
佐藤（粒来）香 社会移動の歴史社会学─生業 職業 学校─ （東洋館出版社、 年）。
佐藤正志 農村組織化と協調組合 （御茶の水書房、 年）。
清水洋二 東北水稲単作地帯における農村労働力の流出構造 ─日本地主制史研究の一環として
─ （ 社会科学研究 第 巻第 号、 年 月）。
清水洋二 東北水稲単作地帯における農村労働力の流出構造 ─日本地主制史研究の一環として
─ （ 社会科学研究 第 巻第 号、 年 月）。
清水洋二 戦前期における農村労働力の流出構造─寄留統計を中心として─ （葉山禎作・阿部正
昭・中安定子編著 伝統的経済社会の歴史的展開 上巻（日本篇） 時潮社、 年）。
高瀬雅弘 戦前期青少年人口移動の歴史地理─離村青少年の属性からみた移動の性格─ （吉田
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戦前・戦時農村における労働力移動の特質（坂口）
文・広田照幸編著 職業と選抜の歴史社会学─国鉄と社会諸階層─ 世織書房、 年）。
田崎宣義 女性労働の諸類型 （女性史総合研究会編 日本女性生活史 近代 東京大学出版
会、 年）。
田中雅孝 組合製糸地帯における労資関係の展開 （同 両大戦間期の組合製糸─長野県下伊那地
方の事例─ 御茶の水書房、 年）。
田中雅孝 戦前期・飯田町における人の移動─飯田町入寄留届の分析─ （ 飯田市歴史研究所年
報 第 号、 年）。
谷本雅之 農村における人口移動 年─福島県耶麻郡慶徳村の事例─ （原朗編著 復興期
の日本経済 東京大学出版会、 年）。
玉真之介 戦前期日本（ ）における農家数変動の地域性 （ 農業経済研究 第 巻第
号、 年 月）。
徳山倫子 都市近郊農村における女子初等後教育の展開─大阪府郡部の高等小学校付設裁縫専修科
に着目して─ （ 農業史研究 第 号、 年 月）。
冨山一郎 近代日本社会と 沖縄人 ─ 日本人 になるということ─ （日本経済評論社、
年）。
中村隆英 労働市場・中小企業・農業─ 二重構造 の生成と解消─ （同 日本経済その成長と
構造 第 版 東京大学出版会、 年）。
中村牧子 人の移動と近代化─ 日本社会 を読み換える─ （有信堂高文社、 年）。
中安定子 第 次世界大戦前・戦時中の農業労働力 （前掲葉山禎作・阿部正昭・中安定子編著
伝統的経済社会の歴史的展開 上巻（日本篇））。
西川俊作 地域間労働移動と労働市場─昭和戦前期・繊維労働者の地域間移動─ （有斐閣、
年）。
西成田豊 労働力動員と関連する若干の問題について （同 近代日本労働史─労働力編成の論理
と実証─ 有斐閣、 年）。
野尻重雄 農民離村の実証的研究 岩波書店、 年（近藤康男総編集 昭和前期農政経済名著集
農山漁村文化協会、 年）。
土方苑子 近代日本の学校と地域社会─村の子どもはどう生きたか─ （東京大学出版会、
年）。
松本通晴 西陣機業者の地域生活─とくに西陣機業を規定する地域生活の特質について─ （ 人文
学 第 号、 年 年）。
三上敦史 逓信講習所・逓信官吏練習所に関する歴史的研究一文部省所管学校との関係に注目して
─ （ 日本の教育史学 第 号、 年 月）。
宮地英敏 三菱端島における労働者の性格について─敗戦から 年代後半までの石炭産業─
（ 社会経済史学 第 巻第 号、 年 月）。
安岡健一 近代日本農業・農村に関する歴史研究の動向 （ 歴史評論 第 号、 年 月）。
柳沢遊 年代の地域社会と人の移動─日本帝国膨張・収縮期の地域社会─ （ 三田学会雑誌
第 巻第 号、 年 月）。
山岸治男 近代日本人のライフコースと自我形成 （多賀出版、 年）。
横山憲長 第一次大戦後の農業危機と女工出稼ぎの意義─長野県下高井郡日野村 出寄留簿 の分
析─ （同 地主経営と地域経済─長野県における近畿型地主経営の一事例─ 御茶の水書
房、 年）。
吉田文 農家の生活世界と学歴 （天野郁夫編著 学歴主義の社会史─丹波篠山にみる近代教育と
生活世界─ 有信堂高文社、 年）。
吉田文 昭和初期における初等教育後の進路分化 （前掲吉田文・広田照幸編著 職業と選抜の歴
史社会学 ）。
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